
地方銀行のモバイル対応が100%に

オンラインバンキング（インターネット

バンキング、モバイルバンキング）のサー

ビスを提供する銀行数は年を追うにつれ

着実に増加している。2002年5月時点で

地方銀行64行のうち、インターネットバ

ンキングのフルサービス（残高照会と振

込・振替）を提供する銀行は56行にのぼ

り、全体の88％を占めている。昨年の49

行（77％）と比べ11％の増加である。

携帯電話を利用するモバイルバンキング

にいたっては、フルサービスが61行

（95％）、残高照会のみが3行（5％）と

いう状況である。つまり、地方銀行では

既に100％の銀行でモバイルによる何らか

のサービスが提供されているのだ。同様

に、第二地銀や信金・信組でもオンライ

ンバンキングのサービス提供行が増加し

つつあり、すでにオンラインバンキングは

顧客へのサービスチャネルとして特別なも

のではなくなりつつある。

異業種の銀行業務参入の本格化

ネット専業銀行としては、2000年10月

にさくら銀行（現三井住友銀行）が開業

したジャパンネット銀行が皮切りであっ

た。2001年には異業種（金融業以外の

業務）から新たに2行がネット専業銀行

として加わった。6月に開業したソニー銀

行と7月に開業したイーバンク銀行だ。ネ

ット専業ではないが、5月にはアイワイバ

ンク銀行が開業、12月よりオンラインバ

ンキングのサービスを開始している。ソニ

ー銀行はソニーが、アイワイバンク銀行

はイトーヨーカ堂が、イーバンク銀行は伊

藤忠商事や日本テレコムが母体となって

設立されている。

ソニー銀行は「ネットを使った個人の

ためのセカンドバンク」を目指し、イーバ

ンク銀行は「IT時代の決済インフラを提

供する」ことを目指している。ビジネス

の方向性を明確に打ち出し、既存の銀行

とは一線を画す戦略だ。ネット専業銀行

ではインターネットバンキングにエンター

テインメント性を持たせてキャラクターを

採用したり、ECサイトとの提携を積極的

に進めたり、全国に展開するスーパーや

コンビニに設置されたATMとのリンクを

進めたりすることで、新しい顧客層の取

り込みを図っている。その他、ソニー銀

行ではネット専業銀行としては初めてネ

ット上で申し込みが完結する住宅ローン

の提供を開始するなど、ネット専業の中

でも特色を打ち出し始めている。

大手銀行のネット専業支店

2001年1月に富士銀行（現みずほ銀行）

エムタウン支店が開業し、6月には三和銀

行（現UFJ銀行）インターネット支店が

開業した。もともとは、ジャパンネット銀

行と同様にネット専業銀行設立も視野に

入れていたが、米国のネット専業銀行が

すべて経営的に破綻したこともあり、専

業支店として開業したものだ。ネット専

業支店であるため、通常の支店よりも金

利を上乗せしたり、振り込み手数料を優

遇したりしている。ネット専業銀行と違

い、既存の支店窓口も利用できるため、

対面による“安心”も提供できるメリッ

トがある。ただし、ネット専業支店はネ

ット専業銀行よりもサービス面での差別

化がわかりにくい面があり、支店の特色

をさらに前面に押し出す取り組みが必要

とされている。

郵便局の本格参入

郵便局では2000年3月から「郵貯オン

ライン取引実証実験」を進めていたが、

2002年3月より本格的なサービス展開を

開始した。郵貯の口座保有者はインター

ネットバンキングが可能となったわけで、

全国津々浦々にある郵便局ネットワーク

との連携を考えると、ビジネスの潜在的

可能性は計り知れない。郵便局は2003年

に設立が予定されている郵政公社へ移管

後、銀行間の資金決済をつかさどる「日

銀ネット」への加盟もほぼ決定した。そ

うなれば郵貯のオンラインサービスから全

国の民間銀行へ自由に振り込みができる

ようになり、利便性も飛躍的に向上する。

オンライントレードの決済などにも今まで

以上に郵便局が使われることになるだろ

う。また、郵便局の持つ物流ネットワー

クとオンラインバンキングの金融サービス

を組み合わせ、EC業者向けの強力なパッ
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出所　砂田伊知郎氏の調査を元に作成（注）「その他」には、新生銀行、信託銀行、ネット専業銀行を含む

資料2-4-1　インターネットバンキング、モバイルバンキングのサービス提供行

2000年3月 2001年5月 2002年5月
インターネットバンキング モバイルバンキング インターネットバンキング モバイルバンキング インターネットバンキング モバイルバンキング
振替・残高照会 残高照会のみ 振替・残高照会 残高照会のみ 振替・残高照会 残高照会のみ 振替・残高照会 残高照会のみ 振替・残高照会 残高照会のみ 振替・残高照会 残高照会のみ

都市銀行 7 0 6 0 8 0 7 1 6 0 6 0
地方銀行（64行） 15 23 28 14 49 10 52 4 56 6 61 3
第二地銀（57行） 5 19 12 10 25 16 32 8 38 8 44 3
その他 0 0 0 0 2 0 1 0 6 0 3 0
外国銀行 1 0 0 1 1 0 1 0 1 0 1 0



ケージ商品が作られるようになれば、民

間銀行や宅配業者には大きな脅威となる

だろう。

ECサイトとの提携で強みを生かす

オークションサイトやショッピングモー

ルでのEC決済にオンラインバンクの振り

込みを利用するユーザーが増えつつある。

特に即時決済が必要な局面では、24時間

資金移動の可能なネット専業銀行が力を

発揮する。なかでもジャパンネット銀行

が先行の強みを生かして多くのECサイト

や金融機関などと提携している。これを

追撃するのがイーバンク銀行だ。この半

年間でヤフーオークションや「＠ぴあ」な

ど、10社以上のサイトと提携を結んでい

る。24時間決済できるリアルタイム性を

活かすためにも、さらにECサイトとネッ

ト専業銀行の提携は進むと考えられる。

ひいては既存銀行のオンラインバンキング

にも資金移動の24時間化が求められるこ

とになる。

資産運用サービス

ソニー銀行は異業種からの参入第一号

であるとともに、金融機関としてネット

上での本格的な資産運用アドバイスツー

ルの提供を開始したという意味でも第一

号であった。「MoneyKitアドバイスエン

ジン」と呼ばれるこのツールは、米国で

実績のあるJPモルガンのシステムを日本

向けにカスタマイズしたものだ。最近、銀

行や証券で資産運用アドバイスに力を入

れ始める金融機関が増えつつあるが、そ

の背景には金融機関が固定手数料から得

られる収入だけには頼れなくなったという

認識がある。つまり手数料に依存したビ

ジネスモデルから、預かり資産の増大に

重きをおいたビジネスモデルに移りつつあ

るということだ。

ただ、資産運用アドバイスツールの利

用については、それほど伸びていないのが

現状だ。一般的には資産運用アドバイス

自体のニーズが高まっていないことや、自

分自身で財産形成をシミュレーションす

るという習慣が日本人にはない点が利用

率の伸びないポイントなのだろう。新しい

年金制度「確定拠出型年金（401K）」

の認知が進めば資産運用アドバイスへの

ニーズも増えるだろうが、それまでは一般

投資家に対する教育として金融機関の息

の長い取り組みが求められている。

銀行と消費者金融の合弁会社

銀行による個人客向け無担保ローンの

分野でもネット対応が進んでいる。2000

年に開業したUFJ銀行系の「モビット」

や三井住友銀行系の「アットローン」に

加え、2002年3月には東京三菱銀行とア

コムが主要株主の「東京三菱キャッシュ

ワン」が開業した。3社とも大手消費者

金融と大手銀行とが手を組み、おのおの

単独では開拓しづらかった個人顧客層向

けに無担保ローンを提供している。各社

とも口座開設の申し込みをインターネッ

トでも受け付ける。「モビット」と「東京

三菱キャッシュワン」はキャッシングの申

し込みもインターネットやモバイルから可

能となっている。ほかにも「東京三菱キ

ャッシュワン」では東京三菱銀行の電子

決済システム「eペイメント」が利用可能

であり、自分の都合にあわせて24時間の

返済が可能だ。地方の銀行でも消費者金

融と組んで新たな個人向け無担保ローン

会社を続々と誕生させており、ネットを

利用した新しいローンサービスが幅広く

活用されることになるだろう。

（砂田伊知郎　ITコンサルタント）
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出所　砂田伊知郎氏の調査を元に作成

資料2-4-2　オンライントレード&バンキング自動決済接続マップ

E＊トレード証券 日興ビーンズ証券 東京三菱TD 
ウォーターハウス証券 

国際証券 カブドットコム証券 丸三証券 

さくらフレンド証券 野村証券 大和証券 日興コーディアル証券 マネックス証券 丸八証券 

BNPパリバ証券 松井証券 

オリックス証券 スターフューチャーズ 
証券 

DLJディレクト 
SFG証券 

新光証券 

ジャパン 
ネット銀行 

三井住友 
銀行 

スルガ銀行 郵便局 東京三菱 
銀行 

UFJ銀行 みずほ銀行 

みずほフィナンシャルグループ 

三菱東京フィナンシャル・グループ 

UFJグループ 

三井住友銀行 

※野村証券と三井住友銀行間の即時決済はiモードのみ対応 

銀行口座とインターネット上で振込み指示・即時決済が可能 

郵便局口座とインターネット上で振込み指示・即時決済が可能 
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